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高松ブロック統括センター 浄水課

再評価対象事業

水道水源開発等施設整備事業
椛川ダム
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評価の内容（令和２年度実施） 

 

■事業の概要 

事業主体 香川県広域水道企業団 事業名 椛川ダム建設工事 

事業箇所 高松市塩江町安原上東地内 補助区分 水道水源開発等施設整備費 

事業着手年度 平成 8年度 工期 平成 8年度～令和 3年度 

総事業費 74.5億円 (463 億円) 塩江分を除く事業費  68.7億円 

概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的、必要性  

頻発する渇水に対して、自己処理水源の開発が急務であり、椛川ダム利水計画に参画し、自己処理

水源の安定度を高めるものである。椛川ダム用水 9,000m3/日のうち塩江町分 700m3/日を除く 8,300m3/

日を芦脇取水所で取水し、浅野浄水場へ導水して浄水処理を行い、8,158m3/日を給水する事業である。 

経緯  

平成 6 年に代表される渇水時において、香川用水の取水制限により旧香川県水道用水受水に大きな

影響があったことから、「渇水に強いまちづくり」を目標に自己処理水源の拡充計画の一環として「椛

川ダム利水計画」に参画するものである。 
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■事業をめぐる社会経済情勢等 

当該事業に係る水需給の動向等  

令和元年度までの実績給水量から時系列分析により水需要の見直しを行った結果、減少傾向を示し、令

和元年度実施の推計値よりも減少する見込みである。 

１日最大給水量   R4（ダム水取水開始年度）   R15           R16（目標年度） 

（R1 推計値）    145,484m3/日             138,494m3/日            － 

（R2 見直し）   145,021m3/日       136,573m3/日        135,741m3/日 

(増減)           463m3/日 減            1,921m3/日 減 

水源の水質の変化等  

なし。 

当該事業に係る要望等  

「香東川水系ダム建設推進期成会」が毎年国や県、国会議員等に対する提言活動を行っており、「椛川

ダム建設の推進」は最重点事項である。 

関連事業との整合  

特になし。 

技術開発の動向  

堤体工において、詳細な地質調査ももとに基礎岩盤評価の変更を行い、造成アバットメント工法を採

用し、両岸部の掘削形状を縮小して施工済である。 

その他関連事項  

特になし。 

■事業の進捗状況（再評価のみ） 

用地取得の見通し  

平成 29年度までに、全ての用地取得を完了している。 

関連法手続等の見通し  

 平成 13年に「香東川水系河川整備基本方針」、平成 15 年に「香東川水系河川整備計画」が策定され、

平成 23年度のダム検証、令和元年度の香川県公共事業評価委員会で事業継続が決定された。 

 

 

工事工程  

平成 17(2005)年 9月～      付替道路工事着手 

平成 26(2014)年 10 月     ダム本体建設工事契約（大成・飛島・村上 JV） 

平成 28(2016)年 12 月     本体コンクリート打設開始 

平成 30(2018)年 3月      定礎式 

令和 2(2020)年 7月      本体コンクリート打設完了 

令和 2(2020)年度末      試験湛水開始予定 

令和 3(2021)年度       事業完了予定 
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事業実施上の課題  

ダム本体基礎地盤において、想定より地盤の透水性が高い範囲が広いことが判明したため、所要の止

水性を確保するための基礎処理工の数量の増加に伴い、全体事業費が増額となった。 

 今後も更なるコスト縮減に努めるとともに、社会経済情勢等の変化及び事業の進捗状況等を踏まえ、

適切に対処したい。 

その他関連事項  

特になし。 

■新技術の活用、コスト縮減及び代替案立案の可能性 

新技術の活用の可能性  

堤体工において、詳細な地質調査ももとに基礎岩盤評価の変更を行い、造成アバットメント工法を採

用し、両岸部の掘削形状を縮小して施工済である。 

コスト縮減の可能性  

本体建設工事や付替道路工事により発生する残土を周辺環境整備工事の造成盛土に流用するなど有

効活用を図ることや、付替道路工事においてプレキャスト製品を積極的に採用することなどにより、総

合的にコスト縮減を図る。 

代替案立案の可能性  

H25評価時に、１）地下水利用、２）海水淡水化 の２方法と比較したが、ダム開発の方が効果的で

あった。代替案の見直しを必要とする社会経済情勢の変化等は特段生じていない。 

■費用対効果分析 

事業により生み出される効果  

 新規水源 8,300m3/日が開発され、常時水源としての自己処理水源の拡充が図れ、通常時及び渇水時

において安定給水が可能となる。 

 なお、椛川ダムを建設することにより、軽減される減・断水被害額を便益として計上する。 

費用便益比（事業全体）  

① 費用と便益の算定方法 

「水道事業の費用対効果分析マニュアル」（厚生労働省健康局水道課、平成 23年 7月）に基づき年次算

定法により算定する。 

前提条件としては、基準年度を令和 2年度とし、新規ダムは 10年に 1回の渇水年においても計画取水

量が確保できるものとする。算定期間は、平成 9 年度から令和 53 年度の 75 年間とする。 

② 便益の算定 

将来の給水量予測値に対して、過去 5年間の日別給水量の実績から日変動率を設定し、将来における毎

日の給水量を算出した上で、ダムに参画した場合と参画しない場合の給水制限日数を算出し、減・断水

被害額を算出する。その差が被害軽減額となり便益とする。 

便益(B)＝391.0 億円 

③ 費用の算定 

ダム事業費負担金、浄水場整備費及び将来のダム、浄水場の維持管理費の合計額とする。 

費用(C)＝136.1 億円 
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④ 費用便益比の算定 

費用便益比（B/C）=2.87＞1.00 となり、事業全体の投資効率性は妥当であると判断できる。 

費用便益比（残事業）  

① 費用と便益の算定方法 

「水道事業の費用対効果分析マニュアル」（厚生労働省健康局水道課、平成 23年 7月）に基づき年次算

定法により算出する。 

前提条件は、全体事業と同様である。算定期間は、基準年度以降の令和 3年度から 53 年度の 51 年間と

する。 

事業を継続した場合の便益・費用から、事業を中止した場合の便益・費用をそれぞれ差引し、費用便益

比を算出する。 

② 便益の算定 

継続した場合の便益は、基準年以降の令和 3年度から 53 年度の 51 年間とする。 

ダム開発事業を中止した場合の便益はないものとする。 

便益(B)＝391.0 億円 

③ 費用の算定 

現在、ダム事業の進捗率は約 87％である。中止した場合には、現状復旧費用などが発生すると想定さ

れるが、水道事業者が独自に算定することは困難であるので、中止した場合の費用は見込まないものと

し、残事業に維持管理費を加えて、基準年度の価格に現在価値化する。 

費用(C)＝37.2億円 

④ 費用便益比の算定 

費用便益比（B/C）=10.51＞1.00 となり、残事業の投資効率性は妥当であると判断できる。 

■その他(評価にあたっての特記事項等) 

 

■対応方針 

自己処理水源の拡充が図れ、平常時はもとより渇水時においても安定給水が可能となるため、事業を

継続する。 

■学識経験者等の第三者の意見 

 

 

■問合せ先 

厚生労働省 医薬・生活衛生局 水道課 技術係 

〒100-8916 東京都千代田区霞ヶ関 1-2-2 

TEL 03-5253-1111 

香川県広域水道企業団 高松ブロック統括センター 浄水課  

〒760-8514 香川県高松市番町 1丁目 8番 15 号 

TEL  087-839-2751 

 



前回（Ｒ１） 今回（Ｒ２）

直近10年の平均

(旧県営水道 56％）
（自己処理水源 79％）

香川県水道ビジョン

（旧県営水道 49％）
（自己処理水源 73％）

令和１年度と令和２年度における算出方法の変更点

① 供給可能率

② 既発現便益

前回（Ｒ１） 今回（Ｒ２）

計上 非計上
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・ 異常渇水を考慮した評価を行
った。

・ 香川県水道ビジョンに記載の

ある異常渇水値を反映した。

・ マニュアルのとおり既発現便
益を計上することは可能である。

・ ダム開始前の便益を非計上

とした。



各算出方法によるまとめ
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前回再評価
（Ｒ１）

【参考】

今回再評価
（Ｒ１と同様の手法） 今回再評価

（Ｒ２）

事業費増額 諸条件はＲ２

全体事業

費用便益比

（Ｂ/Ｃ）
１．９３ １．８９ ２．４５ ２．８７

純便益

（Ｂ-Ｃ）
１１９．９億円 １１７．３億円 １９７．９億円 ２５４．９億円

内部収益率 ５．５％ ５．５％ ６．８％ ７．５％

残事業

費用便益比

（Ｂ/Ｃ）
６．１０ ６．０３ ８．９８ １０．５１

純便益

（Ｂ-Ｃ）
２０７．７億円 ２０７．２億円 ２９６．９億円 ３５３．８億円



水道水源開発等施設整備事業（椛川ダム）

図-2 椛川ダム水運用フロー図（8,300m3/日）

椛川ダム
R3年度完成予定

香
東
川

浅野浄水場
施設能力：36,000→40,300m3/日
（Ｈ２１～Ｒ３）
▶ 急速系浄水施設更新

18,000→22,300m3/日
▶ 緩速系浄水施設更新

18,000m3/日

芦脇取水所（既設）
（取水量8,300m3/日）

岩崎取水所（既設）
（経由）

高松市内
へ給水

浅野浄水場

岩崎取水所

芦脇取水所
香東川

椛川

導水管口径700㎜×3,235m

導水管口径600㎜×937m

椛川ダム

図-1 椛川ダム事業計画平面図

導水管
口径６００㎜

導水管
口径７００㎜

○目的
自己処理水源の拡充を図り、平常時はもとより
渇水時においても安定給水を確保する。
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水源の割合

香川用水 旧
県
営
浄
水
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受
水
配
水
池

髙松市内へ給水

旧県営水道 139,700m3/日（塩江地区除く）

自己処理水源 67,000m3/日（塩江地区除く）

本
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等
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内
場
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春
日
川

御殿浄水場
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川添浄水場
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松

市

内
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水
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ム

自己処理水源
（椛川ダム）
を増して、安定
給水の確保

27,000m3/日

26,000m3/日

+8,300m3/日

14,000m3/日
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今回の再評価の目的
○近年の社会情勢等の変化による事業費の見直しにより再評価を行う。

総事業費 水道負担額 治水等負担額

前回再評価事業費 460億円 74.1億円 385.9億円

今回変更事業費 463億円 74.5億円 388.5億円

増 額 3億円増 0.4億円増 2.6億円増額

全体事業費の増額

・ダム本体基礎地盤において、想定より地盤の透水性が高い
範囲が広いことが判明したため、所要の止水性を確保するた
めの基礎処理の数量増等に伴い、全体事業費が増額となる。
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水道水源開発等施設整備事業の投資効果分析
厚生労働省「水道事業の費用対効果分析マニュアル」に基づき算出

（水需要の変動を用いた渇水の場合、水不足による既存水源の供給能力低下を考慮）

１）事業概要

椛川ダム事業へ利水参画し、8,300m3/日の新規安定水源を確保する。

２）水道事業の概要

【前提条件】

①評価の基準年度は、令和2年度とする。

②平成22年度～令和元年度までの10年間の実績を踏まえての水需要予測とする。

③椛川ダム(9, 000m3/日)を利用するのは、塩江地区を除く高松市の 8,300m3/日と塩江

地区の700m3/日であるが、今回の評価については、補助対象になっている塩江地区を

除く高松市の8,300m3/日である。

④椛川ダムは、10年に1回の渇水年においても計画取水量が確保できる。

表-1 水道事業の計画と現況（塩江地区を含まない）

項 目 R1実績 R16予測

給水人口 (人) 412,062 393,772

1日最大給水量 (m3/日） 141,928 135,741

表-2 ダムの1日当たりの計画水量

計画取水量
（m3/日）

計画給水量
（m3/日）

8,300 8,158

浄水場ロス率1.7％を考慮する

10



60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

360,000
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460,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

給水人口(R1) 給水人口(R2)

1日平均給水量(R1) 1日平均給水量(R2)

1日最大給水量(R1) 1日最大給水量(R2)

(人口:人) (水量:㎥/日)

実績 予測

水需要予測
図－３ 水需要予測 塩江地区を除く高松市

表-3 水需要予測の見直しによる予測値の比較 単位：m3/日

推計年度 R2予測値 R15予測値 R16予測値

1日平均給水量
R1（前回） 132,441 125,060 －

R2（今回） 131,836 122,943 122,194

前回との差 605減 2,117減 －

1日最大給水量
R1（前回） 146,668 138,494 －

R2（今回） 146,452 136,573 135,741

前回との差 216減 1,921減 － 11
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水需給計画

図-4 給水能力 図-5 水需給計画
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A．費用の算定

事業費

維持管理費

B．費用の現在価値化

残存価格の算定

事業費、維持管理費、残存価格の現在価値化

C．渇水年における給水制限日数の算定

（ダム計画に参画しない場合、参画する場合）

D．便益の算定（ダム計画に参画しない場合、参画する場合）

渇水による減・断水被害額の算定

便益の現在価値化

Ｅ．費用便益比等の算定 (全体事業、残事業）

費用と便益の算定フロー
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全体事業に対する費用と便益の算定
表-4 便益の総括表

便益
(ダム計画
に参画しな
い場合）

生活用水被害額 725.2億円

ダム計画に参画しない場合の渇水被害額（R3～R53)業務営業用水被害額 4,650.0億円

工場用水被害額 28.0億円

合計（A） 5,403.2億円 ―

便益
(ダム計画
に参画する
場合）

生活用水被害額 194.2億円

ダム計画に参画する場合の渇水被害額（R3～R53)業務営業用水被害額 1,290.6億円

工場用水被害額 8.2億円

合計（B） 1,493.0億円 ―

被害軽減額 (A)-(B) 3,910.2億円 ―

表-5 事業全体に対する便益の算定

項目
給水制限による渇水被害額

（通常年；9年/10年）
給水制限による渇水被害額

（渇水年；1年/10年）

推計期間（R3～R53、51年間）

生活用水被害額 0億円

推計期間の給
水制限日数は
発生しない。

531.0億円

推計期間の給
水制限日数は、
ダム計画に参
画しない場合と
する場合の差
である。

業務営業用水被害額 0億円 3,359.4億円

工場用水被害額 0億円 19.8億円

合計 0億円 3,910.2億円

1年あたりの被害額 0億円 76.67億円

想定被害額（×45.9年） 0億円 0.0億円

想定被害額（×5.1年） 0億円 391.0億円

総便益 391.0億円
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表－6 全体事業に対する費用と便益の算定

項 目 便益／費用 備 考

費用

事業
費

ダム 82.5億円 ダム事業負担金の合計（Ｈ9～工事完了R3）

水道施設 24.1億円 水道施設整備費及び法定耐用年数に基づく更新

合 計 106.6億円 ―

維持
管理
費

ダム 0.8億円 ダム完成後のR4以降の費用

水道施設 28.7億円 ダム完成後のR4以降の費用

合 計 29.5億円 ―

合計（C） 136.1億円 ―

総便益 合計（B） 391.0億円 ―

費用便益比 B／C 2.87 1.0以上である。

純便益 B－C 254.9億円 ―

内部収益率 7.5％ 社会的割引率4％より大きい。
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残事業に対する費用と便益の算定

費用便益比＝
「継続した場合（with)の便益」－「中止した場合(without)の便益」

「継続した場合(with)の費用」－「中止した場合(without)の費用」

表-7 残事業に対する便益の算定

項目
給水制限による渇水被害額

（通常年；9年/10年）
給水制限による渇水被害額

（渇水年；1年/10年）

推計期間（R3～R53、51年間）

生活用水被害額 0億円

推計期間の給
水制限日数は
発生しない。

531.0億円

推計期間の給
水制限日数は、
ダム計画に参画
しない場合とす
る場合の差であ
る。

業務営業用水被害額 0億円 3,359.4億円

工場用水被害額 0億円 19.8億円

合計 0億円 3,910.2億円

1年あたりの被害額 0億円 76.67億円

想定被害額（×45.9年） 0億円 0.0億円

想定被害額（×5.1年） 0億円 391.0億円

総便益 391.0億円
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表－８ 残事業に対する費用と便益の算定

項 目 便益／費用 備 考

費用

事業
費

ダム 0.1億円 基準年以降のダム事業負担金の合計（R3のみ=工事完了年）

水道施設 7.6億円 基準年以降の施設整備及び法定耐用年数に基づく更新

合 計 7.7億円 ―

維持
管理
費

ダム 0.8億円 ダム完成後のR4以降の費用

水道施設 28.7億円 ダム完成後のR4以降の費用

合 計 29.5億円 ―

合計（C） 37.2億円 ―

総便益 合計（B） 391.0億円 ―

費用便益比 B／C 10.51 1.0以上である。

純便益 B－C 353.8億円 ―
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対応方針（案）

①事業の必要性等に関する視点

１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

● 近年、気候変動による少雨影響を受け、香川用水の取水制限が頻発化している状況であることから、椛川ダム事業による新規

水源の開発を行い、自己処理水源を安定的に確保することによって、渇水による給水への影響を最小限に止め、水道水の安定

供給を図る必要がある。

● 前回事業費見直し（R元）以降、ダム本体基礎地盤において、想定より地盤の透水性が高い範囲が広いことが判明したため、

所要の止水性を確保するための基礎処理の数量増等に伴い、全体事業費が増となることから、水道負担額も増となる。

（R元：７４．１億円→今回：７４．５億円（＋０．４億円増））

２）事業の投資効果

● 費用便益比（Ｂ／Ｃ） （全体事業）２．８７ （残事業）１０．５１

３）事業の進捗状況

■ 全体：令和元年度までの進捗率は全体事業費４６３億円に対し、事業費ベースで約８７％に達している。

■ 工事：ダム本体は、令和２年７月３１日に本体コンクリート打設を完了し、最終段階を迎えており、工事費ベースで約８５％

に達している。

なお、付替道路工事の進捗率（工事着手率）は、延長ベースで９８％に達している。

■ 用地：平成２９年度までに、全ての用地取得を完了している。

②事業進捗の見込みに関する視点
■ 全ての用地取得を完了していることから、残る付替道路工事についても円滑に進捗できる見込みである。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
■ 本体建設工事や付替道路工事により発生する残土を周辺環境整備工事の造成盛土に流用するなど有効活用を図ることや、付替

道路工事においてプレキャスト製品を積極的に採用することなどにより、総合的にコスト縮減を図る。

以上のことから、事業を継続する。

１．再評価の視点

２．対応方針（案）

●：本事業に関すること ■：河川総合開発事業椛川ダムに関すること
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